学校原子力防災マニュアル
【自宅に帰宅させることを基本とするパターン】
第１　基本的事項

（１）マニュアルの位置付け（目的）
このマニュアルは、北海道地域防災計画（原子力防災計画編）第２章第３節の４及
び、俱知安町地域防災計画（原子力防災計画編）第２章第３節第４号に定める、「避難計画」であって児童及び生徒（以下「生徒等」という。）の安全を確保することを目的として、必要な事項を定めるものである。

なお、このマニュアルは、北海道（以下、「道」という。）及び倶知安町（以下、
「町」という。」）において、上記計画の見直しが行われた場合や学校の体制等に変更があった場合には、必要に応じて見直しを行うものとする。
（２）マニュアルの基本方針

原子力災害は、放射線による被ばくが通常五感には感じられないことや被ばくの程度
が自ら判断できないこと、災害に対処するためには放射線等に関する知識を必要とする
ことなどの特殊性を有していることから、原子力災害発生時における生徒等の適切な行
動の確保と混乱の防止を図るため、生徒等への防護措置に関して、必要な事項を定める
ものとする。
（３）○○学校の概要
　　・生徒等及び教職員の状況

	生徒数
	学年ごとの人数を記載

	教職員数
	教職員の状況を記載（校長、教頭、教員、養護教員、事務職員等）


　　・施設等の概要

	所在地（海抜）
	俱知安町××？？番地？（海抜□ｍ：海から△㎞）

	建築年（構造）
	昭和□□年築　鉄筋コンクリート造　△階建（一部□階建）

	延床面積
	１階：？？？㎡　２階：？？？㎡　３階：？？？㎡

体育館：？？？㎡　

	防災施設の指定
	俱知安町地域防災計画において避難所指定

	近隣の避難所
	当該学校が津波の浸水予測地域等にある場合は、避難先を記載

	スクールバス
	有：？？人乗り　□台（運転は俱知安町実施）


※不要な字句等は削除するとともに、各学校の実情に合わせて作成すること。

※学校概要は、危機管理マニュアル等で作成等されている場合は、記載の必要はない。

　※マニュアルの検討にあたっては、文部科学省「学校防災マニュアル作成の手引き」、
余市町黒川小学校「危機管理マニュアル（原子力災害対応）」、福島県教育委員会「学

校災害対応マニュアル例」を参考に組み立てていますが、マニュアルを作成する際に

は、学校内で検討を重ね、具体的な記載に努めてください。
第２　連絡体制の概要等
                                                    
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                                                          

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※各町村の実情により、修正可
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　不要な部分は削除し、町（村）担当部局を記入も可
 　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　北海道電力株式会社（以下、「原子力事業者」という。）が設置する原子力発電所
（以下、「泊発電所」という。）において、警戒事象及び特定事象が発生した場合、警
戒事象にあっては、俱知安町に対して、国、道を経由し通報され、特定事象にあ
っては、原子力防災管理者並びに国、道を経由し通報されることとなっている。

なお、特定事象発生後、緊急事態応急対策拠点施設である北海道原子力防災センタ
ー（以下「オフサイトセンター」という。）に国、道、関係町村が参集することとな
るため、その後の事故情報や原子力事業者の応急対策活動の状況及び町（村）で実施

する応急対策活動の状況などは現地事故対策連絡会議や原子力災害合同対策協議会を
通じて、相互の連絡を密にすることとしている。
※ＰＡＺ（Precautionary Action Zone）
→　泊発電所を中心として、半径５㎞以内の即時避難区域

ＵＰＺ（Urgent Protective action planning Zone）
　　　　→　泊発電所を中心として、半径30㎞以内の緊急時防護措置準備区域

第３　緊急時における防護措置の概要


　
















防護措置については、原子力災害対策指針で定めたＥＡＬ（Emergency Action
Level：緊急時活動レベル）及びＯＩＬ（Operational Intervention Level：運用上の介入レベル）の判断基準や防護措置の考え方を踏まえ、国や道の指示などにより、町（村）警戒本部長又は対策本部長が決定することから、○○学校本部はこの決定に従い、防護措置を実施する。
ＥＡＬの設定により、事故・事象の発生から早期に災害対策を講じることが可能と

考えられるので、原則、生徒等を帰宅させることを基本とするが、突発的な事象など
によって事故進展が早く、町（村）対策本部の指示により速やかに災害対策を行わな

ければならない場合は、学校施設内で防護措置を実施する。
　（１）屋内退避
　　　屋内に退避することは、屋根や壁などで放射線を遮ることになるので、外部被ばく

を低減させる効果がある。
　　　また、屋内の気密性を高めることで放射性物質の浸入を抑え、内部被ばくを抑える

こともできる。

　（２）コンクリート屋内退避
　　　コンクリート建物は、木造家屋よりも放射線の遮へい効果が大きく、一般的に気密
性も高いので、内部・外部被ばくの防護効果が高いと考えられる。
［町（村）コンクリート屋内退避施設の状況（学校近隣分）］
	地区名
	名　　称
	所　在　地
	電話番号
	退避誘導

責任者
	待避所
責任者

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


　（３）避難
　　　空間放射線量率が高い又は高くなる恐れのある地点から速やかに離れるため、緊急

で実施する。

　［町（村）避難先（学区内地区分］］
	地区名
	集　合　場　所
	避難誘導

責任者
	一時滞在場所
	避難場所
責任者

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


［町（村）避難経路］
［　　　　　地区］













 　 

　（４）一時移転
　　　緊急の避難が必要な場合と比較して、空間放射線量率は低い地域ではあるが、一定

期間のうちに当該地域から離れるため実施する。

第４　災害に備えた対策

　（１）○○学校原子力災害対策本部（以下、「本部」という。）の体制
	担当（班）
	事前対策における役割
	緊急時における役割
	担当者

	本部長
	・本部体制の確立


	・応急対策の決定、統括

・被災状況把握

・町（村）原子力災害警戒本部（以下、「警戒本部」という。）又は原子力災害対策本部(以下、「対策本部」という。)との連絡調整
	校長
（園長）

	副本部長
	・原子力防災に関する研修の実施

・原子力防災体制等の周知（町（村）、保護者等）
	・各担当との連絡調整

・教職員の状況確認

・非常持ち出し物品の搬出管理

・報道機関対応

※記録日誌、報告書作成
	教頭
(事務長)

	情報連絡
	・連絡網の作成
	・校内放送等による連絡、指

示

・情報収集
・保護者との連絡調整
	※担任以外

	退避誘導
	・防災教育の実施

・引き渡し方法の指定
　（引き渡しカード作成）


	・生徒等の状況確認

・屋内退避等の誘導

・生徒等の引き渡し
・待機生徒等の記録
	担任

	安全点検

	・屋内退避マップの作成

・学校等施設の安全点検、
管理
・近隣の危険箇所の確認

・施設補修等に必要な資材

の備蓄、管理


	・施設の被害状況確認

（施設等の構造的な被害程

度、電気、ガス、水道、電

話の被害確認）

・退避場所の確認

・被害に対する補修等（開口

部の封鎖）

・危険箇所の巡視

・退避誘導等の支援
	※担任以

外

	救護・衛生
	・医師との連絡体制の整備

・手当備品等の備蓄、管理
	・負傷者等の保護、応急手

当、救護活動

・関係医療機関との連絡調整
	養護教諭

	給食・物資
	・防災用品の備蓄、管理

・備蓄食糧の備蓄、管理
	・備蓄品の配給

・救護活動等の支援
	※担任以

外


　※担当（班）の編成や役割については、各学校等の実情に合わせて、作成すること

　（２）災害用品等の整備

　　　学校本部の各担当は、原子力災害の発生に備え、町（村）と連携し、災害時に必要

な用品等の整備に努めるものとする。

	担　　当
	主な用品等（例示）
	保管場所

	情報連絡
	ハンドマイク、携帯ラジオ、生徒名簿など
	職員室

	退避誘導
	ホイッスル、ハンドマイク、懐中電灯、生徒名簿など
	職員室

	安全確認
	パイロン、ロープ、布テープ、マジックなど
	職員室

	救護・衛生
	救急箱、毛布など
	保健室

	給食・物資
	備蓄食糧、水など
	保管庫


※各学校の実情に応じて、記載すること。
（３）生徒等の帰宅方法

　　学校本部は、俱知安町警戒本部等からの指示に従い、生徒等を帰宅させる場合の保
護者への引き渡し、教職員や保護者の引率による集団下校の方法などについて、予め
定めておくものとする。

　（４）引き渡し方法
　　　・引き渡し手順










　　　・緊急時引き渡しカード
　　　　引き渡しカードには、生徒等名、兄弟姉妹の状況、引き取り者名（保護者等）、
連絡先、住所、生徒等との関係、その他必要な事項を記載するものとする。
・校外での引き渡し

　　　　校外で引き渡す場合は、学校本部と連絡をとり、保護者に引き取りに来てもらう

ことを基本とし、方法は上記手順に準じて行う。
　（５）原子力防災訓練への参加

　　　俱知安町が国、道、原子力事業者及び防災関係機関と連携して、計画的に実施

する原子力防災訓練に機会を捉えて参加することとし、地域における学校の果たすべ

き役割や教職員の役割に応じた行動を確認させるとともに、生徒等が原子力災害時に
適切に屋内退避や避難行動を行える能力を身につけさせるものとする。

　（７）事前の安全管理

　　　原子力災害が発生した場合に備えて、あらかじめ、学校施設・設備や近隣の危険箇
所等を点検・確認に努めるものとする。

　　　特に、冬期間における除排雪や堆雪場所等の状況確認に留意するものとする。

第５　緊急時の対策
原子力災害対策指針で定めたＥＡＬ及びＯＩＬの判断基準や防護措置の考え方を踏ま
え、国や道の指示などにより、町（村）警戒本部長又は対策本部長が防護対策を決定す
ることから、生徒等や教職員の安全を確保するため、下記に定める行動を基本に緊急時
の対策を実施する。
（１）災害発生からの流れ








　　　　
　


　　　　







（２）「帰宅」〈→ＥＡＬ２までに帰宅対応を完了させる〉
	区分
	生徒等の動き
	教職員の動き

	１　登校時

	○町（村）の広報をしっかりと聞
き、その指示に従う。
○家が近くの場合には帰宅し、その

後は、町（村）警戒本部等の指示

に従う。
○家から離れている場合は、登校し
先生の指示に従い、帰宅（保護者
への引き渡し又は集団下校）す

る。
	○登校してきた生徒等の保護者と連絡を
取り、連絡が取れた場合は、速やかに
帰宅（保護者への引き渡し又は集団下
校）させる。
○生徒等の状況を確認し、副本部長に報
告を行う。（登校していない生徒は、
電話で確認）
［スクールバス登校の場合］
○事故状況等を把握し、運転手に伝達す
る。

○運転手は、バスに乗車した生徒等は登
校させ、乗車前であれば帰宅するよう
指示する。
○登校してきた生徒等の保護者と連絡を
取り、連絡が取れた場合は、速やかに
帰宅（保護者への引き渡し又はスクー
ルバスによる集団下校）させる。

	２　在校時
	［授業中、休み時間、放課後等］
○先生の指示に従い、帰宅（集団下

校）する。

	［授業中、休み時間、放課後等］
○生徒等の保護者と連絡を取り、連絡が
取れた場合は、速やかに帰宅（保護者
への引き渡し又は集団下校）させる。

	３　下校時
	○町（村）の広報をしっかりと聞
き、その指示に従う。
○家が近くの場合には帰宅し、その

後は、町（村）警戒本部等の指示

に従う。

○家から離れている場合は、学校に
戻り、先生の指示に従い、帰宅
（保護者への引き渡し又は集団下

校）する。
	○学校に戻った生徒等の保護者と連絡を
取り、連絡が取れた場合は、速やかに
帰宅（保護者への引き渡し又は集団下
校）させる。



	４　校外活動時
	○先生の指示に従い、速やかに帰校
した後、帰宅（保護者への引き渡

し又は集団下校）する。

	○大会等では大会本部等の指示に従い、生徒等の安全確保を図る。

○所在等を学校に報告する。

○当該町村警戒本部等の広報を確認し、　速やかに帰校する。

○生徒等の保護者と連絡を取り、連絡が
取れた場合は、速やかに帰宅（保護者への引き渡し又は集団下校）させる。

	５休業日等
	［自校における課外活動等］
○先生の指示に従い、速やかに帰宅

（保護者への引き渡し又は集団下

校）する。
	［自校における課外活動等］
○生徒等の保護者と連絡を取り、連絡が
取れた場合は、速やかに帰宅（保護者
への引き渡し又は集団下校）させる。


　（３）屋内退避〈→突発的な事象等により、直ぐにＥＡＬ３となった場合〉
	区分　
	生徒等の動き
	教職員の動き

	１　登校時

	○町（村）の広報をしっかりと聞
き、その指示に従う。
○家が近くの場合には帰宅し、その

後は、町（村）対策本部の指示に
従う。

○家から離れている場合は、速やか
に登校し、先生の指示に従い、学
校内に屋内退避する。
	○屋内退避場所の確認を実施する。

○登校してきた生徒等を速やかに屋内退
避場所に誘導する。

○屋内退避場所の開口部を閉め、換気扇
等の空調設備を停止させる。

○生徒等の状況を確認し、副本部長に報
告を行う。（登校していない生徒は、
電話で確認）

○保護者に対して、状況を伝える。

［スクールバス登校の場合］
○事故状況等を把握し、運転手に伝達す
る。

○運転手は、バスに乗車した生徒等は登
校させ、乗車前であれば帰宅するよう
指示する。

	２　在校時
	［授業中、休み時間、放課後等］
○先生の指示に従い、学校内に屋内
退避する。


	［授業中、休み時間、放課後等］
○屋内退避場所の確認を実施する。

○生徒等を速やかに屋内退避場所に誘導
する。

○屋内退避場所の開口部を閉め、換気扇
等の空調設備を停止させる。

○生徒等の状況を確認し、副本部長に報
告を行う。
○保護者に対して、状況を伝える。

	３　下校時
	○町（村）の広報をしっかりと聞
き、その指示に従う。
○家が近くの場合には帰宅し、その

後は、町（村）対策本部の指示に
従う。

○家から離れている場合は、学校に
戻り、先生の指示に従い、学校に屋内退避する。
	○学校に戻った生徒等を速やかに屋内退
避場所に誘導する。

○保護者に対して、状況を伝える。



	４　校外活動時
	［ＵＰＺ圏内］
○先生の指示に従い、速やかに近くの建物に屋内退避する。
　
［ＵＰＺ圏外］
○先生の指示に従い、所在市町村等

の公共施設等で待機する。
	［ＵＰＺ圏内］
○大会等では大会本部等の指示に従い、
生徒等の安全確保を図る。

○所在等を学校に報告する。

○当該町村対策本部の広報を確認し、速
やかに近くの建物に誘導する。

○保護者に対して、状況を伝える。
［ＵＰＺ圏外］
○大会等では大会本部等の指示に従い、
生徒等の安全確保を図る。

○所在等を学校に報告し、学校は町
（村）対策本部に対し、所在市町村に
対して待機場所を確保するよう要請す
る。

○学校からの指示を待ち、当該市町村の
公共施設等で待機するよう誘導する。

	５休業日等
	［自校における課外活動等］
○先生の指示に従い、速やかに学校
に退避する。

	［自校における課外活動等］
○生徒等を速やかに屋内退避場所に誘導
する。

○保護者に対して、状況を伝える。


　（４）避難〈→突発的な事象等により、直ぐにＥＡＬ３からＯＩＬ１となった場合〉
	区分　
	生徒等の動き
	教職員の動き

	１　屋内退避中［学校］

	○先生の指示に従い、町（村）対策
本部の用意したバス等により避難

する。
○一時滞在場所では、先生や町
（村）対策本部の人の指示に従い
行動する。
	○生徒等を速やかに町（村）対策本部の
用意したバス等に誘導する。

○バス等の乗車中に生徒等の健康観察等
を行い、その状況を副本部長に報告す
る。

○保護者に対して、一時滞在場所におい
て、生徒等の引き渡しを行う。


	２　校外活動時
	［ＵＰＺ圏内］
○先生の指示に従い、自前の移動手段又は所在町村対策本部の用意したバス等により避難する。
　
［ＵＰＺ圏外］
○先生の指示に従い、自前の移動手

段又は町（村）対策本部が手配し
たバス等により、一時滞在場所に
移動する。

	［ＵＰＺ圏内］
○大会等では大会本部等の指示に従い、

生徒等の安全確保を図る。

○学校は町（村）対策本部に対し、所在
町村対策本部に対して避難手段を確保

するよう要請する。

○生徒等を速やかに所在町（村）対策本
部の用意したバス等に誘導する。

［ＵＰＺ圏外］
○大会等では大会本部等の指示に従い、

生徒等の安全確保を図る。

○学校は町（村）対策本部に対し、所在
市町村に対して移動手段を確保するよ
う要請する。

○学校からの指示を待ち、町（村）対策
本部が手配したバス等に児童を誘導
し、一時滞在場所に移動する。


　　※各学校の体制等を勘案のうえ、十分に内部で検討して具体的な記載に努めること。
第６　心のケア
（１） 心のケアの必要性
原子力災害が発生し、それを生徒等が体験あるいは見聞をすると、心身に何らかの
影響を受ける。表面的には何でもなく見えても、内面的には影響を受け、恐怖心や不
安感等から情緒不安定等心の健康問題が発現し、それが学校生活や周囲の人間関係の
中で様々な形で現れることがある。
その現れ方は、直後に、数日後に、あるいは1 ヵ月後に現れるなど様々であり、ま
た、その症状が長期に及ぶこともある。
したがって、原子力災害の経過に伴い、児童等の健康問題解決のために教職員等に
よる組織的かつ迅速適切な対応が不可欠である。
　（２）心のケアの連携体制

学校は、子どもの発達段階や時間的な経過を踏まえた対応方針を策定し、教職員が
それぞれの役割を果たし、更に、校内の関係組織が密接なつながりを作り機能させて
いく必要がある。
学級担任は、学級に関わる心身の健康実態の把握と対応にあたる際、専門的立場で
ある養護教諭と連携を密にして進める必要がある｡
健康実態把握の結果、何らかの対応が必要であると考えられる場合は、学校保健委
員会等を中心として、心のケア体制の整備をし、全職員で対応を図ることが重要であ
る｡
また、必要に応じて、学校医や校外専門機関などと適切な連携を図ることも必要で
ある｡
※各学校の体制等の状況により、具体的に記載すること。

第７　屋内退避施設（コンクリート屋内退避施設）の開設及び運営に係る協力・支援

　　学校本部は、町（村）警戒本部等より屋内退避施設開設の要請があった場合には、屋

内退避施設として開放する校舎等の区域を町（村）警戒本部等並びに教育委員会と協議
のうえ、屋内退避所として活用することとする。
… 警戒事象の例示


　［地震］


　　後志管内：震度６弱以上


　　　　泊村：震度５弱以上


　　　［津波］


　　　　北海道で大津波警報の場


合（津波の発生地域から内


陸となる場合は除く）


　　… 特定事象の例示


　　　・原子炉冷却材の漏えい


　　　・全交流電源喪失（５分以上


継続）


　　　・原子炉制御室の使用不能














原子力規制委員会





［ 原子力防災管理者 ］
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北　海　道





○関係町村


ＰＡＺ：３町村


(泊村、共和町、岩内町)


ＵＰＺ：１０町村


神恵内村、寿都町、蘭越


町、ニセコ町、倶知安


町、積丹町、古平町、


仁木町、余市町、赤井川


村


防災担当：○○○○


教育担当：○○○○





○関係防災機関


　○○警察署


　□□□□消防組合消防本部








○○学校


（原子力災害対策本部）





ＵＰＺ以遠（３０㎞～）





ＵＰＺ（５～３０㎞）





ＰＡＺ（～５㎞）











原子力発電所からの距離





事故発生





→ 施設の状態をＥＡＬと比較・照合





国は、ＥＡＬに応じ、必要な住民防護措置の準備・実施を指示





① 警戒事象





ＥＡＬ１





例）後志管内で





震度６弱以上





要援護者の避難準備





ＥＡＬ２





② 特定事象（原子力災害対策特別措置法（以下、「原災法」）１０条）





要援護者の避難実施





屋内退避の準備





住民の避難準備





例）外部電源途絶





ＥＡＬ３





③ 原子力緊急事態（原災法１５条）





事態の進展





屋内退避の実施





住民の避難実施





例）全電源喪失





(飲食物のスクリーニング・摂取制限)





体表面除染





ＯＩＬ６等





ＯＩＬ４





20μSv/h　１日以内に区域特定





ＯＩＬ２





500μSv/h　数時間以内に区域特定





国は、ＯＩＬに応じ、必要な住民防護措置の準備・実施を指示





施設外への





放射性物質放出











ＯＩＬ１





安定ヨウ素剤の予防服用





住民の避難実施





④ プラントの状況悪化に応じて段階的に実施





安定ヨウ素剤の服用準備





安定ヨウ素剤の予防服用





→ 放射線モニタリング結果をＯＩＬと防護措置と比較・照合





避　難





一時移転（１週間以内に）





イメージ





イメージ





○○地区





△△、□□地区





※スクリーニングポイント


道において緊急被ばく医療活動実施要領の見直しが行われた後、反映する。





スクリーニングポイント





中山峠





黒松内


ＪＣＴ











道央道





Ｒ２３０











札幌南


ＩＣ





※一時滞在場所（機能）


①避難者の把握


②避難先の案内（ホテル・旅館）


③直ぐに避難先に入れない場合の


　待機（宿泊）場所


④情報提供


⑤自主避難者等の連絡先





一時滞在場所





避　難　先





引き渡し





保護者対応





事後対応





事前準備





引き渡し状況の集約





保護者誘導





事故状況等説明





町（村）に報告











引き渡し場所の決定





























学校本部











指示





報告





引き渡しカード照合





連絡先の確認





引き渡し





名簿チェック





学校本部に報告





残った生徒の保護





生徒等を誘導





引き渡しカード準備











学級担任





事故・事象の発生





ＥＡＬ１





○○学校本部設置準備





町（村）初期活動体制





情報











・被災状況の把握(地震など)


・生徒等の状況確認


・教職員の状況確認　　など





・国、道及び泊発電所との連絡調整


・事故情報等の広報


・住民等の問合せ対応　　など





指示





連絡告











○○学校本部設置





ＥＡＬ２





町（村）原子力災害警戒本部設置





・応急対策の決定、統括


・校内放送等による連絡・指示


・保護者との連絡調整


・生徒等の引き渡し


・待機生徒等の記録　　など





情報





・災害対策の方針決定


・国、道及び泊発電所との連絡調整


・事故情報等の広報


・オフサイトセンター等への職員派遣


・住民等の問合せ対応　　など





指示











連絡告











ＥＡＬ２までに帰宅対応を完了させることを基本





町（村）原子力災害対策本部設置





○○学校本部





・応急対策の決定、統括


・校内放送等による連絡・指示


・保護者との連絡調整


・退避誘導（学校施設での屋内退避）


・負傷者等の保護、応急手当　など





・災害対策の方針決定


・国、道及び泊発電所との連絡調整


・事故情報等の広報


・防護措置の実施


・住民等の問合せ対応　　など





ＥＡＬ３以降





情報











指示





連絡告











突発的な事象により事故進展が早く、ＥＡＬ２までに下校対応が完了しない場合、学校施設内での屋内退避を実施　→　町（村）対策本部指示に従い、避難準備








